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年 6 月）480－510 頁および 343 号（2012 年 10 月）299－353 頁にすでに公表されている。
また、第２部第１章から第４章該当部分については、「台湾民事執行制度の意義と課題―
―日本法との比較考察――（１）」の題名で立命館法学 347 号（2013 年 6 月）345－387
頁に掲載されており、第２部第５章および第３部第２章該当部分については、「台湾民事
執行制度の意義と課題――日本法との比較考察――（２）」との題名で立命館法学 349 号



















































































































































































































































































本学位申請論文の公聴会は、2013 年 7 月 15 日午後４時半から６時半まで学而館２階第２
11/11 
研究会室にて、本学教員・大学院生等の参加のもとで開催された。公聴会においては、申
請者から論文の概要についての報告が行われ活発な質疑が行われた。 
 とりわけ、次のような事項につき質疑応答が交わされた。まず第１に、中国では執行和
解制度が明文で存在しているが、これはどのような沿革および立法趣旨によるのかに関し
て、中国では消費者破産存在しないので、執行手続で多数の債権者との関係を調整する必
要があり、このような制度が発展してきたのではないかが議論された。 
第２に、中国および台湾では執行文付与手続がないが、これは、中国および台湾では法
院が債務名義の形成および執行を一元的に統括する構成が採られていることに起因するの
ではないか、その点でドイツ・日本型の制度設計と基本的に異なることが議論された。租
税債権との関連については、日本ではいわゆる「滞調法」により調整規定が定められてい
るが、中国ではどうなのか先着主義によっていることの指摘がなされた。また中国での執
行難の状況はいかなるものかにつき、自殺者などが多く深刻な状況にあることが指摘され
た。また、非金銭債権の執行として子の引渡請求権に関し、台湾は国際条約に加盟してい
るのかについても、日本法の整備状況との関係で活発な意見交換がなされた。 
 これらの質問や意見に対し、学位申請者は、適切な受け答えを行った。また、報告と質
疑の中で、審査結果で指摘した今後の課題についても的確な認識を有していることが示さ
れた。申請者は中国からの留学生であるが、論文において示された日本語文献の理解、論
文の日本語表現および公聴会での報告や質疑において、研究者として十分に高い日本語能
力を有することが確認された。 
 学位申請者は、本学学位規程第１８条第１項該当者であり、本博士学位申請論文および
その基礎となったすでに公表済みないし公表予定の論文の水準、公聴会における報告・質
疑において、博士学位にふさわしい学力と十分な学識を有することが確認された。 
 以上の次第で、審査委員会は、全員一致で、本学位申請者に対し、「博士（法学）立命
館大学」の学位を授与することが適当と判断した。 
